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２４ 障害のある人の地域生活を支える体制の整備について 

（厚生労働省）

（背景）

〇 各都道府県・市町村においては、平成３０年度を初年度とする３年間の第５期障害福祉計

画を策定するとともに、新たに第 1期障害児福祉計画を策定し、児童発達支援センターを各

市町村に少なくとも１カ所以上設置することなど、障害児支援の提供体制の計画的な整備が

求められている。

〇 一方、国の社会福祉施設等施設整備費補助金の当初予算における現状の採択状況では、本

県の計画達成に必要な地域のニーズに十分応じられていない。また、補正予算での対応がな

されているが、予算規模は不確定であり、計画的な整備の支障となっている。

〇 このため、国庫補助の実施にあたっては、地域の状況に十分配慮するとともに、当初予算に

おいて基盤整備を確実に行うための必要な財源を確保し、協議のあるものについて全て採択

することが望ましい。

〇 特に、障害のある人の地域生活の場として中心的な役割を担うグループホームは、入所施

設からの移行に加え、介護を担う親の高齢化を踏まえた親亡き後の住まいの場としてニーズ

が高まっているが、本県における整備状況は、障害福祉計画の見込量を下回る整備率となっ

ているため、着実な整備を進めていく必要がある。

〇 障害者総合支援法に基づき、県や市町村が実施する「地域生活支援事業」については、国は

１/２を補助することとしているが、実際に交付される補助金は予算の範囲内とされ、毎年補

助所要額を大きく下回っており、事業を安定的に実施していくために、十分な財源措置を講じ

る必要がある。 

【内容】

(1) 障害者の地域生活移行を進めるための住まいの場となるグループホーム

や就労移行支援などの日中活動系サービス、地域障害児支援体制の中核を

担う児童発達支援センターの計画的な整備に係る財政措置を当初予算にお

いて適切に講じること。 

(2) 地域生活支援事業については、都道府県や市町村が必要な事業を確実に

実施できるよう、地方に超過負担が生じない十分な財源措置を講じること。

＜「人が輝くあいち」＞ 
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（ 参 考 ）

◇国の社会福祉施設等施設整備費補助金予算の状況  （補正予算等には復興特別予算､予備費を含む）

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

当初予算 30 億円 26 億円 70 億円 71 億円 72 億円

補正予算等 80 億円 60 億円 118 億円 80 億円 ―

合  計 110 億円 86 億円 188 億円 151 億円 72 億円

当初予算における

本県協議額 
478,598 千円 262,464 千円 652,133 千円 197,332 千円 361,743 千円

協議額に対する 

採択率（当初ベー

ス）

23％ 17％ 27％ 77％
―

◇愛知県における障害福祉サービス見込量           

◇本県の児童発達支援センター整備状況                 (平成 29 年 4月 1 日) 
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◇地域生活支援事業の財源措置状況                       （金額：千円）

区 分 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

国予算額 46,200,000 46,400,000 46,400,000 45,400,000 45,071,000

国交付額  ① 2,523,377 2,592,225 2,709,210 2,765,464 ―

本来国庫補助所要額② 4,302,738 4,540,758 4,736,295 4,722,971 ―

交付率(①/②) 58.6％ 57.0％ 57.2% 58.6％ ―


